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告    示 

建築基準法第 42 条第１項第５号の規定による道路の廃止について

（建築指導課） 

那覇市告示第 166 号  

令和７年６月 18 日  

掲 示 済  

 

 

建築基準法第 42条第１項第５号の規定による道路の廃止について 

 

 

建築基準法（昭和 25年法律第 201号）第 42条第１項第５号の規定による道路を

次のとおり廃止したので、公示する。 

 その関係図書は、那覇市まちなみ共創部建築指導課に備え縦覧に供する。 

 

 

那覇市長 知念 覚  

 

 

１ 廃 止 番 号：第１号 

２ 廃 止 道 路 の 種 類：第 42条第１項第５号の規定による道路 

２ 廃 止 の 年 月 日：令和７年６月 18日 

３ 廃 止 道 路 の 位 置：那覇市古波蔵１丁目 132 番１の一部、132 番６の

一部、132番７の一部 

４ 廃止道路の延長及び幅員等：幅員 4.0ｍ、昭和 39年５月８日第 19号の全部廃止 
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生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく医

療機関の指定について（保護管理課） 

那覇市告示第 179 号  

令和７年７月１日  

 

 

生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国し 

た中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく 

医療機関の指定について 

 

 

生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進

並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第 30号）に基づく医療機関について、生活保護法第 49条及び中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自

立の支援に関する法律第 14 条第４項の規定による指定医療機関として、次のとお

り指定した。 

 

 

那覇市長 知念 覚  
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生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく医

療機関の廃止について（保護管理課） 

那覇市告示第 180 号  

令和７年７月１日  

 

 

生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国し 

た中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく 

医療機関の廃止について 

 

 

 生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進

並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第 30号）に基づく医療機関について、生活保護法第 50条の２及び中国

残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者

の自立の支援に関する法律第 14 条第４項の規定による指定医療機関より、次のと

おり廃止の届出があった。 

 

 

那覇市長 知念 覚  
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生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく介

護機関の廃止について（保護管理課） 

那覇市告示第 181 号  

令和７年７月１日  

 

 

生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国し 

た中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく 

介護機関の廃止について 

 

 

 生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進

並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第 30号）に基づく介護機関について、生活保護法第 54条の２第４項に

おいて準用する第 50 条の２及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律第 14 条第４項の

規定による指定介護機関より、次のとおり廃止の届出があった。 

 

 

那覇市長 知念 覚  
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生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく介

護機関の変更について（保護管理課） 

那覇市告示第 182 号  

令和７年７月１日  

 

 

生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国し 

た中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく 

介護機関の変更について 

 

 

生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進

並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第 30号）に基づく介護機関について、生活保護法第 54条の２第４項に

おいて準用する第 50 条の２及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律第 14 条第４項の

規定による指定介護機関より、次のとおり変更の届出があった。 

 

 

那覇市長 知念 覚  
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生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく施

術機関の指定について（保護管理課） 

那覇市告示第 183 号  

令和７年７月１日  

 

 

生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国し 

た中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づく 

施術機関の指定について 

 

 

 生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進

並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第 30号）に基づく施術機関について、生活保護法第 55条第１項及び中

国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶

者の自立の支援に関する法律第 14 条第４項の規定による指定施術機関として、次

のとおり指定した。 

 

 

那覇市長 知念 覚  
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公    告 

那覇市市有地及び管理地（所有者不明土地）草刈り等業務委託契約

について（管財課） 

那覇市公告第 222 号  

令和７年６月 11 日  

掲 示 済  

 

 

那覇市市有地及び管理地（所有者不明土地）草刈り等業務委託契約に 

ついて 

 

那覇市市有地及び管理地（所有者不明土地）草刈り等業務委託について、地方自

治法施行令第 167 条の２第１項第３号及び那覇市契約規則第 21 条により随意契約

するので公表する。 

 

 

那覇市長 知念 覚  

 

 

１ 物品等又は役務の名称及び数量契約内容   

名 称：令和７年度那覇市市有地及び管理地（所有者不明土地）草刈り等業務

委託 

数 量：235筆(8,300㎡)を年間２回 

※詳細については、別紙仕様書参照。 

 

２ 契約相手方の決定方法又は選定基準 

決定方法は、見積合わせを執行し、予定価格の範囲内で最も有利な価格を提示

した者を相手方として契約する。 

選定基準は、次の条件をすべて満たすことを要する。 

（１）地方自治法施行令第 167条の２第１項第３号に規定する団体等であること。 

（２）本市内に拠点を有し、業務の円滑な履行が可能であること。 

（３）当該業務の契約実績があり、かつ当該履行状況が良好であること。 

 

３ 申請方法：見積書による 

 

４ 契約担当課 

那覇市総務部管財課 財産管理・企画グループ 

〒900-8585 沖縄県那覇市泉崎１丁目１番１号 ５階 

電話：098-862-9904   FAX：098-862-9352 

Email：S-KANZAI001@city.naha.lg.jp 

 

５ 提出期限：令和７年７月 11日 
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仕様書 

 
業務名：令和７年度那覇市市有地及び管理地（所有者不明土地）草刈り等業務委

託（以下「草刈業務」という。） 
業務場所：（別紙）令和 7年度草刈り面積一覧表（以下「面積一覧表」という。） 
履行期間：契約締結日から令和８年３月 31日まで 
 
１ 目的 
  那覇市市有地及び管理地（所有者不明土地）（以下「市有地及び管理地」とい 
う。）の草刈り等を計画的に行うことにより、景観及び公衆衛生上良好な環境を 
確保し、市有地及び管理地の適正な管理に資することをその目的とする。 

 
２ 草刈り等業務の内容 
（１）「草刈り等」とは、発注者の指定する草、花、木※(枝葉を含む)及びその根

を切り取ることを指す。※肩掛け式動力草刈り機で処理できる範囲。 
（２）「草刈業務」とは、次の（ａ）～（ｃ）を指す。 
（ａ）草刈り等の実施 

（ｂ）草刈り等終了後の現場及びその周辺の片づけ清掃 
（ｃ）草刈り等により切り取られた物（以下「剪定廃棄物」という。）の処分 

（３） 草刈業務を行う場所は、原則として面積一覧表の掲載箇所とし、業務回数 
は、面積一覧表に示す「業務回数」とする。 

（４） 草刈業務を行う面積は、面積一覧表に掲載されている「総面積」の範囲内
とする。総面積とは、面積一覧表の「延べ面積(㎡)」に「業務回数」を乗じ
た後に、それらを合計した値とする。 

  
３ 提出書類 

  受注者は、発注者へ指定期日までに下記資料を提出しなければならない。 
(１）業務計画書 契約後 14日以内 
(２）数量報告書 業務後 10日以内 
(３）写真管理表 業務後 10日以内  
（ａ）業務を実施した市有地及び管理地の写真 

（着手前後、作業状況等） 
（ｂ）剪定廃棄物の搬出時及び搬入場所への搬入時の車両写真 

 
４ 安全管理 
（１）作業中は作業員や関係車両等の事故防止のため、安全帽、標識、工事看板、 

安全チョッキ、カラーコーン、安全ベルト等を使用し、事故防止対策を図るこ 
と。なお、作業中は、通行人及び付近住民へ支障のないようにすること。 

（２）剪定廃棄物は、早急にかたづけ、近隣の迷惑にならないようにすること。 

（３）芝刈工（肩掛け式動力草刈り機）の作業を行う場合、周囲の安全確保及び
財産保全に万全を期すために、防護ネットを設置し、小石などが飛散しない
ように十分注意すること。 

 

５ 剪定廃棄物の処分 
（１）処分に関しては再資源化施設への搬入とし、発注者と協議の上、｢産業廃棄 

物処分業許可証｣等の必要書類の提出をすること。 
（２）剪定廃棄物の運搬時に、積載物の落下等により道路及びその他の箇所を汚損

した場合は、ただちに清掃し復旧すること。 
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６ 暴力団員等による不当介入の排除対策 

（１）受注者は、当該業務の履行に当って「那覇市発注工事における暴力団員等に 
よる不当介入の排除手続きに関する合意書（平成 23 年１月 12 日）」に基づき、 
次に掲げる次項を遵守しなければならない。違反したことが判明した場合には、 
指名停止等の措置を行うなど、厳正に対処するものとする。 

（２）暴力団員等から不当要求を受けた場合は、毅然として拒否し、その旨を速や 
かに発注者に報告するとともに、所轄の警察署に届出を行い、捜査上必要な協 
力を行うこと。 

（３）暴力団員等から不当要求による被害又は業務妨害を受けた場合は、速やかに 
発注者に報告するとともに、所轄の警察署に被害届を提出すること。 

（４）排除対策を講じたにもかかわらず、履行期間に遅れが生じる恐れがある場合 
は、速やかに発注者と工程に関する協議を行うこと。 

 
７ その他 

「那覇市環境方針」の趣旨に則り、燃料の使用削減等、車両の適正運行を図
り、環境への配慮を推進するために、次の（ａ）～（ｇ）に十分留意した上で、
草刈業務にあたること。 

（ａ）空ぶかし･急発進･急加速･急ブレーキをせず、適切な車間距離をとること。 
（ｂ）経済速度で走行すること。 
（ｃ）無駄な荷物は積まないこと。 
（ｄ）タイヤの空気圧を適正にすること。 
（ｅ）アイドリングストップを実施すること。 
（ｆ）排出ガス等を抑制するために、適正な車両整備に努めること。 
（ｇ）効率的なコースを運行するよう努めること。  
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上下水道局告示 

那覇市上下水道局指定給水装置工事事業者の指定について 

 

那覇市上下水道局告示第 11 号  

令 和 ７ 年 ６ 月 ９ 日  

掲 示 済  

 

 

那覇市上下水道局指定給水装置工事事業者の指定について 

 

 

 那覇市上下水道局指定給水装置工事事業者規程第 10 条第１項第１号の規定に基

づき、下記のとおり告示する。  

 

 

那覇市上下水道事業管理者  

上下水道局長  屋比久 猛義  
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那覇市排水設備指定工事店の新規指定について 

那覇市上下水道局告示第 12 号  

令 和 ７ 年 ６ 月 1 6 日  

掲 示 済  

 

 

那覇市排水設備指定工事店の新規指定について 

 

 

那覇市下水道条例第 11 条に基づき、次のとおり新規に指定したので、那覇市排

水設備指定工事店規程第 11条により告示する。 

 

 

那覇市上下水道事業管理者  

上下水道局長  屋比久 猛義  
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